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研 究 ノ ー ト

80 年代の後半、急激な円高により

日本の製造業が主としてアジア諸国に

生産拠点を移転する動きが顕在化し

た。同時に、産業の空洞化が憂慮され、

日本の失業率の上昇、産業の衰退が懸

念された。製造業の生産拠点の海外移

転は逆輸入など産業内分業を進展さ

せ、日本経済を国際社会により深くイ

ンテグレートさせることになった。し

かし、懸念された失業については、日

本国内全体の失業率の上昇はみられる

ものの、これが製造業の海外進出によ

るものか、構造調整の遅れなどによる

景気の鈍化など別の要因によるものな

のかは、まだ、十分分析されていない

のが現状である。

本論は、本研究所が有する産業連関

表（1995年価格）のデータを利用し

て、製造業の雇用減少が製造拠点の海

外移転に起因するものであるのかを検

証しようとする研究試案である。

1．減少する製造業の就労者数

日本の失業率の推移をみると表 1

のようになる。失業率は 80年代後半

より低下したものが、92 年以降上昇

傾向を示している。

就労者数を業種別にみると図 1 の

ようになる。就業者数は 90年代後半

に製造業の就業者数の落ち込みが目立

つ一方、サービス産業においては、若
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表 1 失業率の推移 （単位：%）
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干の変動はあるものの穏やかな上昇傾

向にある。

一般に就労者数が減少する場合は、

労働生産性の向上などにより生産に必

要な労働力が減少する場合と需要の減

少などにより生産が縮小する場合など

が考えられる。

表 2 は製造業就労者数と製造業生

産指数との関係をみたものである。

下記期間について製造業就労者数と

製造業生産指数の相関係数をみると、

実数では 0.81、変化率でみると 0.55

と両者の間には比較的高い正の相関が

みられる。これより、製造業における

（注）失業者数は、就労者数 ÷（１－失業率）で求めた労働力人口から就労者数を引いて計算したも
ので、総務庁などの発表数字とは異なる。

農林水産 製造業 サービス 失業者数

年

失業者数 163 177 177 149 138 141 149 171 199 220 231 233 279 321

サービス 3,402 3,459 3,516 3,548 3,606 3,689 3,769 3,823 3,885 3,919 3,964 3,821 3,889 3,853 3,881

製造業

660 637 621 599 580 563 542 525 501 492 487 459 458 457 444

2,027 2,023 2,007 2,069 2,123 2,162 2,230 2,263 2.252 2,236 2,206 2,267 2,274 2,195 2,173

85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99
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図 1 就労者数の推移

0.8-7.13.62.33.30.9-3.7変化率
99.398.5106.0102.3100.096.895.9製造業生産指数
-1.0-3.50.32.8-1.3-0.7-0.5変化率
2,1732,1952,2742,2672,2062,2362,252製造業就労者数
99989796959493

-6.11.74.15.89.73.5-0.2変化率
99.6106.1104.3100.294.786.383.483.6製造業生産指数
1.53.21.82.63.1-0.8-0.2変化率
2,2632,2302,1622,1232,0692,0072,0232,027製造業就労者数
9291908988878685

表 2 製造業就労者数および製造業生産指数の推移
（単位：万人、％）

（出所）経済産業省「鉱工業指数年鑑」、JIDEA5 データベース
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就業者数の減少は、製造業の生産減少

によるものである可能性が高い。

次に、製造業の労働生産性が就業者

数に与えた影響についてみる。

日本の 1人当たりの付加価値額（実質）

を産業別にみると図 2のようになる。

この場合の付加価値額は、国内生産

額から中間投入額を引いた、粗付加価

値部門計である。数値は異なるものの、

概念的には GDPに準じている。

これより、サービス産業の 1 人当

たり付加価値額（労働生産性）が全産

業平均より高く、かつその伸び率も拡

大する傾向にあることがわかる。一方、

製造業のそれは 92年をピークに減少

傾向にあるといえる。また、その伸び

率は 91年までは全産業平均を上回っ

ていたが、92年以降は平均を下回って

いる。これは、日本における製造業の

労働生産性が 92年あたりを境に低下

傾向を示していることを意味する。

この要因は何によるものかを、次項

の式で要因分解してみる。

雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

図 2 1 人当たり付加価値額の推移
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ただし、労働生産性＝（付加価値額／就業

者数：就業者 1人当たりの付加価値額）

この場合、

付加価値額の伸び率 ≒

就業者数の伸び率＋労働生産性の伸び率

となる。

そして、付加価値額の伸び率は成長

率と解釈できる。

産業連関表のデータでこの関係を計

測すると以下のようになる。

図 3 は製造業について生産性を要

因分解したものである。成長率は 93

年以降、96年、97年を例外としてマ

イナスになっている。これは、就業者

数要因が 93 年以降、96 年、97 年を

除きマイナスに寄与していること、ま

た、労動生産性も 93年以降大きく落

ち込み、96年、97年には回復したも

のの、その他の年についてはマイナス

要因となっていることによる。そして、

労働生産性が向上して就業者数が減少

したのは 86年、87年のみであること

が読み取れる。

これからも、製造業の労働生産性が

向上したために、就業者数が減少した

とは言いがたいといえる。

以上のことより、製造業の就業者減

少は、労働生産性の向上によるもので

はなく、需要減少による生産水準の低

下による可能性が高いことがわかった。

さらに、業種別の平均賃金をみると、

サービス産業はほぼ一貫して上昇して

いる一方、農林水産業と製造業はそれ

ぞれ 97 年をピークに低下している

（表 3参照）。

一般に自由な労働移動を前提とすれ

ば、求職者数が求人数を上回れば賃金

は下がると考えられる。新規参入が実

質的に制限されていると考えられる農

林水産業は別として、製造業の平均賃

金が 93年以降低下傾向を示している

ということは、製造業において雇用の

需給関係が労働供給超過になっている

可能性が高いことを示唆する。

2．中間投入構造からみた日本の

製造業

2-1．2方向に分化する製造業

図 4-1、4-2は、25部門分類産業連

関表における製造業 14 部門につい

て、中間投入係数の対角要素と中間投

入合計から対角要素を除いたものの比

率をとったものである。横軸には産出

を、縦軸には投入要素をとっている。

つまり､部門別に対角要素を共通点

として、横軸に産出、縦軸に投入の割
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雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

（注）社会生産性本部が発表している労働生産性指数の動きをみると、製造工業の労働生産性は、90

年代は逆に上昇傾向にある。93年以降、産業連関表のデータで計測した労働生産性はマイナス
傾向を示しているのに対し、生産性本部の統計では上昇傾向を示している。上記の結果と生産性
本部の数値の傾向が異なるのは、利用している投入のデータが異なることに起因している可能性
が考えられる。労働生産性の基本的な定義は、「産出／投入」である。従来、投入には労働者数
を利用してきたが、パートなど雇用形態が変化している現状に鑑みると、投入のデータについて
は、就業者数ではなく、総投入労働時間を利用して計測する方がより正確に思える。
例えば、就業者数で投入を考えた場合、景気が良くなっても雇用を増やさず残業時間の拡大で
対応したり、逆に不景気の時に操業短縮を行い雇用を維持した場合など、投入は一定であるが、
産出には大きな変化が表れ、それが生産性の向上、低下として表れる。これは、いわば見せか
けの生産性とも言える。
本論では生産性の計測が問題ではないので、事実関係の指摘にとどめる。

図 3 製造業の生産性要因分解
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就業者数の伸び率　　　  労働生産性の伸び率　　　 付加価値額の伸び率
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表 3 平均賃金の推移
（単位：万円）
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合をプロットしたものである。図上の

→は 85 年から 99 年にかけての推移

の方向を示したものである。矢印が上

方もしくは右方向にあるのは、それぞ

れ投入、産出が他部門へ広がりを強め

ていることを意味する。逆に、矢印が

下方、左方向にあるのは、それぞれ対

角要素への集中を強めていることを意

味する。

図 4-1、4-2の動きを類型化すると

以下のように分かれる。

これより日本の製造業の中間投入構

造をみると、時間の経過とともに自己

投入の割合を高めている部門と逆に国

内のいろいろな部門からの投入割合を

高めている、2つの相反する動きがみ

図 4-1

横軸：（部門別産出方向投入係数内生部門計―部門別対角要素投入係数）／部門別対角要素の投入係数
縦軸：（部門別投入方向投入係数内生部門計―部門別対角要素投入係数）／部門別対角要素の投入係数

矢印の傾き方向 部　門

右肩上がり 精密機械、窯業、

パルプ、繊維

左肩下がり 電気機械、

輸送用機械
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られる。

右肩上がりの産業は、他の産業部門

からの投入および産出を高めている部

門、つまり生産にあたり他の部門から

原材料、製品を購入を増やし、同時に

他の部門へ中間製品として販売する割

合を高めている産業である。

一方、左肩下がりの産業は、自己投

入比率を高めている部門、つまり、同

一の産業部門から原材料、半製品を購

入しかつ中間製品として自己部門に販

売する傾向を強めている産業である。

2-2．他部門からの投入を拡大する精

密機械、パルプ、窯業部門

次に、投入構造に着目して分析する。

ここでは、付加価値率の変化が投入係

数へ与える影響を除去するため、各部

門ごとに構成要素を中間投入合計で除

した構成比で投入構造をみる。

精密機械部門の自己部門投入比率は

表 4のように 85年の 29.0％から 99

年には 19.1％に大きく減少している。

替わって電気機械、サービス部門から

の投入割合が大きく増加している。

雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

図 4-2
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電気機械については、投入係数の推

移を時系列に 100部門分類でみると、

54 類の IC、55 類の電子部品部門の

投入係数が増加していることがわか

る。また、サービス部門では、86類の

研究・開発からの投入が増加している。

これは、精密機械部門の生産に当

たり、精密機械に電子部品が組み込

まれるようになったことを反映した

ものと考えられる。例えば、医療用

機器などでコンピュータなどの電子

機器、装置を装着した機器が製造さ

れるようになっていることが一因と

みられる。つまり、対角要素の投入

係数の低下は、アナログからデジタ

ル機器へと製品の質が変化している

ことが一因と考えられる。

パルプ部門についても、表 5 のよ

うに、自己投入部門の比率が大きく減

少している。また、木製品部門からの

投入割合も減少している。一方、石

油・石炭、サービス､運輸・通信部門

からの投入割合が増加している。

パルプ部門を 100 部門分類でみる

と、17類のパルプ・紙部門と 18類の

印刷部門よりなる。これらの投入係数

の動きをみると、木製品部門からの投

入が低下している理由は、木製品部門

を構成する 15 類の木製品部門と 16

類の家具部門のうち、15 類の木製品

部門からパルプ部門の 17類パルプ・

紙部門への投入割合が減少しているこ

とが要因である。これは、古紙リサイ

クル率の向上などによりパルプに対す

る需要が減少していることを反映した

ものと考えられる。

一方、サービス部門からの投入が上

昇しているのは 17類のパルプ・紙部

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0内生計
0.80.90.90.90.80.90.90.71.11.41.71.71.81.82.8その他
19.620.519.118.418.118.619.019.817.716.010.19.79.010.311.8サービス
3.43.33.33.23.23.63.73.83.53.35.25.45.86.04.8運輸･通信
9.89.29.811.411.78.38.68.48.89.16.76.86.87.07.4商業
19.117.619.419.620.621.121.922.424.125.527.327.628.428.529.0精密機械
15.316.916.014.112.910.79.29.28.98.77.37.67.16.55.8電気機械
5.65.35.25.45.76.26.36.15.65.28.38.28.37.77.7鉄鋼･非鉄
1.51.51.41.50.92.32.32.42.52.62.82.92.93.23.1皮革･ゴム
999897969594939291908988878685

表 4 精密機械部門の投入構成の変化 （単位：％）

（注）85 年と 99 年の構成比が 1％ポイント以上変化したものを表示



季刊　国際貿易と投資 Autumn 2002 / No.49•137

門で 86類の研究・開発からの投入が

拡大していること、運輸・通信部門か

らの投入が増加しているのは 18類の

印刷部門において 78 類の道路輸送、

82 類の通信からの投入が増加してい

ることを反映したものである。また、

石油・石炭部門からの投入が上昇して

いるのは、29 類のプラスチック製品

からの投入が増加していることを反映

している。

窯業部門を 100部門分類でみると、

32類のガラス、33類のセメント、34

類の陶磁器、35 類のその他セラミッ

クスから構成される。同部門でも、表

6のように自己投入の比率が大きく減

少している。同時に鉱業部門、石油・

石炭部門からの投入割合も減少してい

る。鉱業部門の減少要因を 100 部門

分類でみると、その構成要素である 7

類の非鉱物製品、石油・石炭部門の減

少は 27類の石油製品からの投入がそ

れぞれの減少したことによる。

鉱業、石油・石炭部門からの投入割

合の低下は、省エネ機械などの導入に

より、資源の効率利用が進んでいるこ

とを反映したものと考えられる。

一方、サービス部門の比率が大きく

増大しているほか、パルプ、建設、一

般機械、鉄鋼・非鉄部門などの投入割

合の増加も目立つ。

最大の増加要因であるサービス部門

は、同部門における 86類の研究部門

の占める割合が 85年の 23％から 99

年には 36％に増加していることが最

大の要因であり、同分野では研究開発

に注力していることがわかる。経済産

業省の生産動態統計によるとこの 10

年間、窯業産業の生産物は、ガラス、

セメント、陶磁器など大部分の財で生

産量、金額が縮小している。その中で

生産が拡大しているのは、ファインセ

ラミックス、機能材料である。

雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0内生計
9.09.79.79.38.810.010.111.09.78.78.18.07.38.47.8サービス
7.77.57.47.47.16.56.56.66.26.17.17.37.78.06.6運輸･通信
4.64.44.44.54.23.63.83.53.73.92.52.52.62.12.7石油･石炭
49.450.050.150.250.351.651.150.751.551.954.854.955.355.053.4パルプ
2.82.62.72.72.72.72.73.13.33.53.13.03.03.43.9木製品
999897969594939291908988878685

表 5 パルプ部門の投入構成の変化 （単位：％）

（注）85 年と 99 年の構成比が 1％ポイント以上変化したものを表示
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よって、研究部門の占める割合が増

加しているのは、ファインセラミック

ス、光ファイバーなどの新素材の開発

を反映したものとみられる。同時に、

化学、鉄鋼・非鉄部門などからの投入

も増えている。また、パルプ部門では、

17 類のパルプ・紙部門のガラス部門

への投入が増加している点が目立つ。

表 7 は原材料消費指数および原単

位投入量指数の推移をみたものであ

る。これより、原材料消費量は 92年、

93年頃に落ち込んだほか、90年代後

半にも落ち込みがみられるものの、傾

向的に消費は上昇していることがわか

る。特に、粗原材料消費が伸び悩んで

いるのに対し、製品原材料の消費の伸

びが大きいのは、原材料投入において

粗原材料から製品原材料への転換が進

んでいることを示唆する。

また、これらの投入量を製造業生産

指数で除して求めた原単位投入指数の

推移をみると、傾向としてほぼ一貫し

て省資源・エネルギー化が進展してい

ることがわかる。

2-3．自己投入比率を高める電気機械

部門と輸送用機械部門

電気機械部門における自己投入割合

上昇は、表 8 のとおりである。そし

て、表に提示した大きな動きのあった

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0内生計
1.01.01.00.90.93.43.43.43.33.42.82.83.03.13.0その他
13.614.013.112.812.311.011.011.010.610.26.56.66.26.98.2サービス
6.05.95.45.75.24.34.04.14.44.57.37.06.95.85.0金融
2.02.21.92.32.52.82.62.42.42.30.70.70.70.60.7建設
2.12.12.12.12.11.71.71.71.71.80.90.90.90.90.9一般機械
2.62.52.62.52.62.72.72.82.62.41.71.81.91.51.5鉄鋼･非鉄
16.117.317.317.817.918.518.917.718.419.321.420.921.422.221.9窯業
3.43.53.73.53.34.04.03.73.83.84.24.34.53.34.6石油･石炭
4.14.03.73.53.83.43.53.73.53.43.13.03.13.03.1化学
4.03.83.83.83.73.43.43.53.43.32.52.52.62.62.6パルプ
13.013.614.714.214.116.616.316.617.217.516.918.017.318.518.1鉱業
999897969594939291908988878685

表 6 窯業部門の投入構成の変化
（単位：%）

（注）85 年と 99 年の構成比が 1％ポイント以上変化したものを表示
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部門からの電気機械部門への投入をみ

ると、いずれの部門も減少傾向を示し

ている。電気機械部門のみが拡大して

いることは、厳密には輸入を別建てに

した非競争型の産業連関表を利用して

分析する必要があるが、日本企業が

80 年代後半に円高に対応し、生産拠

点を主としてアジア市場に移転し、そ

こで生産した部品・製品を輸入すると

いう、いわゆる産業内分業が活発化し

たためと考えられる。

この内訳をさらに細分化した 100

雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

-1.25-0.82-1.61-1.060.751.080.500.91傾き
93.097.893.397.197.9102.998.2102.12000
96.397.295.997.095.696.595.296.399
99.996.896.896.998.495.395.395.498
98.098.996.598.5103.9104.8102.3104.497
99.199.197.998.9101.4101.4100.2101.296
100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.095
101.498.3102.599.098.195.299.295.894
101.898.1101.998.797.694.197.794.793
100.699.298.299.0100.298.897.898.692
97.2100.193.998.9103.1106.299.6104.991
95.7101.493.699.999.8105.897.6104.290
95.3100.793.299.295.5100.993.499.489
97.1101.595.0100.291.996.190.094.988
101.7102.1102.2102.487.888.188.288.487
104.8103.4105.6104.387.486.288.187.086
107.4107.5109.4108.489.889.991.590.685
110.3109.2116.6111.388.988.094.089.784
114.8109.0123.1112.884.580.290.683.083
121.2110.5126.6115.386.578.990.482.382
131.6114.2132.3119.993.781.394.285.481

エネルギー製品原材料粗原材料総合エネルギー製品原材料粗原材料総合

表 7 原材料消費および原単位投入量の指数の推移
原材料消費指数（1995＝ 100） 原単位投入量指数（1995＝ 100）

（注）・傾きの推計期間： 85 ～ 99 年
・エネルギーは電力・重油をウェイト付けして計算
・原単位投入量は「原材料消費指数/製造工業生産指数（総合）× 100」で求めた。

（出所）経済産業省「鉱工業指数年報」
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部門分類の投入係数（表 9）でみると、

57類のその他電気機器、54類の IC、

55 類の電子部品部門の上昇傾向が、

電気機械部門の係数増加の背後にある

ことがわかる。

輸送用機械部門も、主要な動きのあ

った産業部門からの投入はみな低下傾

向を示し、自己投入の比率のみが上昇

していることがわかる。（表 10参照）

輸送用機械部門の内訳をさらに細分

化した 100 部門分類でみると、同部

門は 58 類の自動車、59 類の造船、

60類の鉄道、61類の航空機部門など

で構成される。

表 11より、これらの部門は航空機

を除き、いずれも投入係数が高まって

いる部門であることがわかる。特に、

生産規模の大きな自動車産業は国内で

生産が完結する生産性の高い産業の代

表格であった。しかし、産業連関表で

みる限り、自己投入係数が上昇してい

ることから、海外からの調達を強めて

いると考えられる。これは、逆輸入車

の導入、排気ガス浄化装置（触媒）な

どの輸入コンポーネントの利用など、

海外生産品の利用が増加していること

を示唆する。

3．今後の産業空洞化の雇用に与

える影響の分析視点

これまでみたように、日本の製造業

においては海外へ生産拠点の移転を積

極的に行い、そこで生産した中間原材

料などを輸入し、自己投入の割合を高

めている産業部門がある一方、逆に他

の産業からの投入比率を高め、関係を

深めている部門がある。例えば、精密

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0内生計
1.21.31.21.31.31.01.01.01.11.24.44.24.43.93.3金融
6.96.96.88.19.36.56.96.97.47.67.07.47.78.08.0商業
1.61.51.51.61.71.91.81.81.92.02.83.03.02.52.7電気ガス水道
46.347.047.744.841.840.938.339.037.336.736.634.531.031.130.5電気機械
3.53.43.53.84.04.24.44.34.75.05.65.96.06.15.7一般機械
5.95.55.75.86.47.27.57.57.37.27.07.58.27.88.1鉄鋼･非鉄
4.04.03.94.14.24.24.34.14.44.64.74.85.34.95.1石油･石炭
999897969594939291908988878685

表 8 電気機械部門の投入構成の変化
（単位：％）

（注）85 年と 99 年の構成比が 1％ポイント以上変化したものを表示
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機械部門では、電気機械部門などのよ

うに製造業部門からの投入を拡大して

いるほか、研究サービスといった製造

業以外のサービス部門への波及もみら

れた。これは、製造業がサービス産業

など他の産業部門の生産、雇用を創出

していることを意味する。

このことは、総数でみた製造業の雇

用数が減少している、もしくは生産額

が減少しているからといって、単純に

雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0内生計
8.48.98.68.47.78.58.89.28.68.17.37.47.27.69.7サービス
4.34.05.15.05.24.95.56.06.16.24.65.14.85.35.6商業
57.157.456.656.357.055.555.253.954.354.355.053.553.051.950.2輸送用機械
7.36.97.17.57.37.77.87.67.37.27.37.68.28.28.9鉄鋼･非鉄
999897969594939291908988878685

表 10 輸送用機械部門の投入構成の変化
（単位：％）

（注）85 年と 99 年の構成比が 1％ポイント以上変化したものを表示

0.0000.002-0.0010.0010.001-0.0020.0000.000傾き
0.0000.1480.0640.2200.0230.0680.0050.11599
0.0000.1580.0780.2140.0240.0660.0060.11198
0.0000.1740.0710.1980.0240.0780.0040.12597
0.0000.1730.0670.1970.0270.0760.0030.14996
0.0000.1770.0840.1930.0240.0760.0050.13295
0.0000.1740.0680.2670.0200.0810.0050.10294
0.0000.1680.0740.2380.0210.0970.0060.11093
0.0000.1740.0750.2460.0230.0980.0060.11692
0.0000.1740.0750.2400.0220.1010.0050.12691
0.0000.1750.0760.2380.0210.1040.0040.13690
0.0000.1410.0830.1980.0190.1170.0080.15789
0.0000.1370.0830.2010.0160.1090.0080.12288
0.0000.1390.0760.1940.0130.0850.0060.09387
0.0000.1350.0780.1940.0130.0930.0060.10386
0.0000.1300.0780.2090.0140.0890.0050.11785

99
Office sup

57
Oth light

56
Heavy el

55
Electro pa

54
IC

53
El apld&me

52
Communic e

51
Computer

表 9 電気機械部門の中間投入係数・対角要素の推移（100 部門分類）

（注）傾きの推計期間： 85 ～ 99 年
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製造業が衰退しているとはいえないこ

とを意味する。また、製造業の生産拠

点の海外シフトが国内製造業の雇用機

会を奪い、失業が増大するという、い

わゆる産業の空洞化論についても、製

造業がサービス部門など他の部門での

雇用を創出していることなどから、単

純に製造業の就業者数が減少している

ことを根拠に空洞化が失業を引き起こ

していると安易には結論づけられない。

製造業の雇用問題については、製造

業の他部門への、および他部門から製

造業への雇用創出・喪失効果を計測し

て、それぞれの大きさを比較する必要

がある。

なお、分析に利用したデータは、別

に出所がない場合は、当研究所が持つ

産業連関表の JIDEA5 データベース

（1995年価格）を利用した。

-0.006-0.0140.0040.0060.003傾き
0.2120.2120.1900.1590.46499
0.2250.2070.1540.1440.46898
0.2200.2350.1690.1560.46097
0.2200.2440.1820.1630.45496
0.2480.2390.1780.1600.46195
0.2500.3130.1890.1110.44894
0.2690.3160.2040.1040.45193
0.2510.3040.1950.1100.45192
0.2510.2980.1940.1050.44591
0.2520.2900.1920.1000.43890
0.2840.4170.1400.0670.43489
0.2820.3760.1390.0710.41888
0.2910.4030.1310.0700.43387
0.2900.3440.1360.0930.43486
0.2870.3760.1180.1030.41685

62
Other tran

61
Airplane

60
Rail equip

59
Ships

58
Motor vehi

表 11 輸送用機械部門の中間投入係数・対角要素の推移（100 部門分類）

（注）傾きの推計期間： 85 ～ 99 年
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雇用の変化からみた日本の産業空洞化の考察

業種分類表




